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令和７年度 東松山市社会福祉協議会事業報告 

 

 

１ 法人としての重点項目 

令和７年度は、いわゆる団塊の世代がすべて７５歳以上となり、医療や介護等の支援

を必要とする人の増加が見込まれる中、地域住民が安心して暮らし続けることができる

地域づくりに向けて、公的サービスと地域における支え合い活動の両面からの取組が求

められる年度でした。 

また、生産年齢人口の減少が進む中、限られた人的資源を前提とした体制づくりの重

要性が一層高まっています。 

こうした状況を踏まえ、第三次東松山市地域福祉活動計画の初年度として、法人一体

となった取組の推進とともに、第３期発展・強化計画の策定に取り組みました。 

（１）第三次東松山市地域福祉活動計画の推進 

地域福祉分野においては、社協支部活動や協議体の運営、ボランティア活動の推進等

を通じて、地域における支え合い体制づくりに取り組むとともに、地区別プランの周知

や地域生活課題の把握を進め、計画の推進に向けた基盤整備を進めました。 

一方で、支え合い活動の利用状況や担い手の確保については計画値に達しない取組も

見られ、活動の広がりや実効性の確保に課題が残る結果となりました。 

また、総合相談分野においては、多様化・複雑化する地域生活課題への対応に向け、

法人内の連携を意識した支援体制づくりに取り組みましたが、運用面においては課題も

見られ、連携のあり方や支援の質の向上に向けた見直しが必要な状況です。 

（２）安定したサービス提供体制の構築 

ケアサービス及び在宅福祉分野においては、サービス内容の見直しや関係機関との連

携強化、広報活動等に取り組むとともに、人材育成や業務改善を通じた体制整備を進め

ました。 

しかしながら、入所・通所事業を中心に利用実績が計画値に達しない状況が見られ、

新規利用者の確保や広報の在り方について課題が残る結果となりました。 

また、人材の確保・定着についても、引き続き取り組むべき課題となっています。 

以上のことから、令和７年度は各分野において計画に基づいた取組を進めることがで

きた一方で、成果につながっていない部分も見られました。 

今後は、事業計画と実績の関係を踏まえた検証を行い、取組内容の見直しを進めると

ともに、法人全体として成果につながる事業運営の推進に努めていきます。 
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２ 各部門の重点項目 

（１）地域福祉部門 

重点項目（取組） 

①社協支部活動の推進 

【主な取組】 

・社協支部による地区別プラン推進支援 
「第三次地域福祉活動計画 地区別プラン」の初年度として、各支部総会での説明

会を通じ、社協支部が推進主体であるという意識醸成と理解促進に取り組みました。

あわせて、支部事業とプラン推進を一体的に展開すべく、評価書式の見直しに着手し

ました。具体的なプランの推進にあたっては、地域福祉コーディネーターが関係者と

の密な連携を図りながら、支部中心の取組を支援することができました。 
・社協支部活動の広報・啓発 
 従来の広報紙に加え、新たに開設した SNS での啓発を行うことで、支部活動の認

知度向上に努めました。また、民生委員・児童委員の改選期に合わせ各地区で説明・

協力依頼を実施し、活動を支える関係者の理解促進を図りました。一方で、活動に対

する負担感も寄せられているため、地域住民が無理なく、やりがいを持って活動でき

るような体制づくりが必要となっています。 
・地域福祉連絡会議の開催 
１０月に支部長、副支部長、および地域福祉コーディネーターによる地域福祉連絡

会議を開催し、各地区の取組状況や課題の共有を図りました。下期に予定していた会

議については、支部活動の強化を目的とした研修会と合同開催することで、内容の更

なる充実を図るため、次年度当初へ実施時期を調整いたしました。 
 

②地域における支え合い・見守り活動の推進 

【主な取組】 

・地域生活課題の把握のための第１層協議体および第２層協議体の開催 
第１層協議体では、移動に関する課題検討に加えて、メンバーによるデマンドタク

シーの乗り合い試乗を実施し、地域展開の可能性を議論しましたが、新たな資源開発

には至りませんでした。第２層協議体では、健康マージャン等の新ツールの活用によ

る居場所の活性化や、移動販売・見守り活動といった住民主体の取組を推進しました。

一方で、住民による主体的な話し合いや活動が停滞している地区もあり、住民主体の

活動を引き出す支援が課題となっています。 
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・支え合い活動の担い手確保のための講座開催 
 高齢者の移動に関する課題について、先進事例などを紹介する勉強会を開催し、

今後の取組を検討するきっかけとしました。また、脳トレ講座のボランティア育成

にも取り組み、住民同士が教え合い、交流を深めるための「担い手」の輪を広げる

ことができました。 
・地域福祉コーディネーターによるサロン訪問 

    地域福祉コーディネーターが各地区のサロンへの訪問や懇談会への参加を通じて、

運営者が抱える課題の把握に努めるとともに、住民への情報発信を行い、サロンの

活性化に取り組みました。一方で、後継者不足によりサロンの継続が困難になるケ

ースもあり、活動を維持するための担い手確保や支援のあり方が今後の課題となり

ました。 
 
③権利擁護支援の推進 

【主な取組】 

・市民後見人養成講座（実践編）の開催 
「市民後見人養成講座（実践編）」および養成講座修了者を対象とした「フォローア

ップ講座」を開催し、市民による寄り添い型の権利擁護支援を実現するための担い手

育成に取り組みました。その結果、養成講座修了者のうち６名から、次年度より「日

常生活自立支援事業」の委嘱型支援員として権利擁護支援の実践に取り組む意向を確

認することができました。 
・地域における権利擁護ネットワーク構築に向けた関係機関との会議・懇談会の参加 
成年後見推進協議会の設置および権利擁護支援の地域連携ネットワーク構築に向

け、成年後見推進懇談会にて法律、福祉の関係者による協議を行いました。これによ

り、令和８年度の協議会設置およびネットワーク構築に向けた基盤を整理することが

できました。 
・成年後見制度に関する研修会の開催 
地域住民を対象とした普及啓発に加え、親族後見人や制度利用を検討されている方

を対象とした研修会を開催しました。研修会では、事前に聞き取りを行うことで、参

加者のニーズに即した内容となるよう努めました。参加者からは、制度利用に関する

課題や不安の声が寄せられ、今後の相談支援につながるニーズ把握の機会にもなりま

した。 
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事業実施報告（実績） 

①ボランティア活動 

           計画・実績 

種別 
計画/年 

実績/年 

本年度 前年度 

ボランティアセン

ター 

団体登録実数 80 団体 78 団体 67 団体 

個人登録実数 60 人 56 人 58 人 

夏のボランティア

体験プログラム 

参加実人数 200 人 167 人 164 人 

参加延べ人数 300 人 289 人 268 人 

シニアボランティ

ア支援事業 

申請実人数 260 人 259 人 251 人 

認定活動場所数 110 カ所 111 カ所 110 カ所 

研修会参加人数 50 人 41 人 29 人 

 

②福祉教育・啓発活動 

計画・実績 

種別 

計画／年 実績／年 

本年度 前年度 

学校 

実施校数 11 校 12 校 11 校 

福祉教育実施件数 
講義件数 45 件 55 件 49 件 

時間数 100 時間 131 時間 99 時間 

その他 
講義・啓発件数 件数 2 件 1 件 2 件 

ふくふく木曜日 参加回数 12 回 12 回 12 回 

 

③支え合い活動 

計画・実績 

種別 
計画／年 

実績／年 

本年度 前年度 

サポーター登録者実人数 150 人 121 人 134 人 

利用登録者実人数 700 人 693 人 653 人 

利用延べ時間 1,200 時間 889.9 時間 1073.9 時間 
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④地域福祉コーディネーター 

※令和７年度からの追加項目であるため、前年度の集計実績なし。 

 

⑤地域づくり  

計画・実績 

種別 
計画／年 

実績／年 

本年度 前年度 

地域福祉活動計画策定委

員会 
開催回数 2 回 2 回 5 回 

地域福祉連絡会議 開催回数 2 回 1 回 2 回 

社協支部の広報 掲載・配信回数 50 回 92 回 ― 

ふれあいきらめきサロン 助成金交付団体 85 団体 86 団体 86 団体 

第１層協議体 開催回数 3 回 3 回 3 回 

第２層協議体 開催延べ回数 21 回 17 回 18 回 

地区別サロン懇談会 
開催回数 7 回 7 回 7 回 

参加サロン数 85 サロン 74 サロン 83 サロン 

地域活動の担い手養成 

講座 

開催回数 2 回 2 回 2 回 

参加延べ人数 60 人 25 人 28 人 

※「社協支部の広報」については、令和７年度追加項目であるため、前年度の集計実績なし。 

 

 

 

 

 

 

 

計画・実績 

種別 

 実績／年 

計画／年 本年度 前年度 

相談・調整・支援延べ件数 6,000 件 5,396 件 ― 

内

訳 

社協支部 
相談・調整・会議参加延べ

件数 
1,188 件 811 件 ― 

支え合い活動 相談・調整・訪問延べ件数 2,221 件 2,034 件 ― 

サロン支援 
サロン相談・訪問延べ 

件数 
973 件 809 件 ― 

その他（自治会、シニアクラブ、民生委員、

地域包括支援センター、地域住民） 
1,618 件 1,742 件 ― 

5



⑥次世代育成支援 

計画・実績 

種別 
計画／年 

実績／年 

本年度 前年度 

ひとり親世帯東松山市地

域共通商品券給付 
助成世帯 110 世帯 99 世帯 97 世帯 

受験生応援助成 助成人数 20 人 21 人 23 人 

子育てサロン 参加組数 70 組 93 組 88 組 

 

⑦生活困窮者支援 

計画・実績 

種別 
計画／年 

実績／年 

本年度 前年度 

埼玉県生活福祉資金貸付制度 貸付件数 5 件 5 件 7 件 

緊急小口貸付 貸付件数 60 件 48 件 53 件 

彩の国あんしんｾｰﾌﾃｨｰﾈｯﾄ事業 援助件数 10 件 3 件 11 件 

食糧支援 延べ支援件数 60 件 78 件 ― 

※「食糧支援」については、令和７年度追加項目であるため、前年度の集計実績なし。 

 

⑧権利擁護支援 

計画・実績 

種別 

計画／

年 

実績／年 

本年度 前年度 

成年後見 

センター 

相談件数 350 件 476 件 434 件 

普及啓発 35 件 26 件 31 件 

受任調整件数 5 件 3 件 4 件 

市民後見人養成講座参加者数 20 人 19 人 23 人 

成年後見推進懇談会参加回数 2 回 2 回 2 回 

研修会参加者数 70 人 79 人 162 人 

法人後見 受任件数 2 件 1 件 1 件 

福祉サービス

利用援助事業 
利用延べ人数 550 人 617 人 470 人 

 

⑨共同募金会東松山市支会 

計画・実績 

種別 
計画／年 

実績／年 

本年度 前年度 

赤い羽根共同募金額 7,900,000 円 7,628,318 円  7,984,851 円 

歳末たすけあい募金額 1,200,000 円 1,411,090 円 1,669,477 円 
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⑩市民福祉センター 

計画・実績 

種別 
計画／年 

実績／年 

本年度 前年度 

老人福祉センター 
利用延べ 

人数 
42,000 人 32,239人 41,600 人 

コミュニティーセンター 
利用延べ 

団体数 
1,700 団体 1,725 団体 1,488 団体 

ソラーナタイム 

回数 140 回 169 回 136 回 

参加延べ 

人数  
3,000 人 3,420 人 3,677 人 

 

⑪屋内ゲートボール場 

          計画・実績 

種別 
計画／年 

実績／年 

本年度 前年度 

コート 

(Ａ面・Ｂ面) 

利用件数（日中） 215 件 216 件 281 件 

利用率 （日中） 15% 15% 19.6％ 

 

（２）総合相談部門 

重点項目（取組） 

①総合相談センター機能の強化 

【主な取組】 

・相談援助技術に関する研修の実施 

課内全職員を対象とし、苦情要望の事例をもとに、相談員の専門性やセンター機能

の役割について改めて確認する研修を行いました。 

・課内合同事例検討会や民生委員、関係機関等との研修会等の実施 

課内合同事例検討会では、制度内容や支援者として留意点等を確認しました。関係

機関との研修会は、居宅介護支援事業所、民生児童委員など３７名の参加があり、８

０５０問題事例についてのグループワークにより、それぞれの視点から捉えている課

題の共有や役割の確認を行うことができました。 

・各事業におけるアウトリーチ活動の実践 

各事業で取り組んだアウトリーチ活動について、課内会議において共有と振り返り

を行い、制度の狭間となる対象者について、支援の届きにくさ、難しさを確認しまし

た。今後も、総合相談センターとしての支援の在り方の検討を継続し、実践してまい

ります。 
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②福祉サービスを必要とする人の支援体制の整備 

【主な取組】 

・法人内ニーズ検討システムについての検討（法人内連携会議） 

サービス向上委員会での試行状況を評価し、システム運用上の課題を確認しました。

今後、法人内でのサービス創設や地域での取組につなげられるシステムとなるよう、

仕組みや役割等を再整理します。 

・個別支援課題から抽出した地域課題についての取組 

個別課題から地域生活課題の整理を継続的に実施し、地域ケア会議や地域自立支援

協議会等を通じて関係機関等と共有を図りました。また、法人内についてもサービス

向上委員会に報告し、検討を依頼しました。 

 

 ③業務改善による運営基盤の強化 

【主な取組】 

・標準業務項目等の見直し・修正 

全部門で標準業務項目の見直し、修正を行い、運用しました。 

・業務管理に関するマニュアル等の見直し・修正 

新人指導マニュアルを見直し、業務チェックリストや面談の実施時期を明確にし

ました。業務マニュアルについては、全部門でそれぞれの業務チェックリストにそ

って見直しを行いました。また、事業管理者を対象とした勉強会を行い、介護保険

法や障害者自立支援法に位置付けられる事業管理者の役割について、改めて確認し

ました。 
・相談初期対応の標準化 

全職員を対象に、初期対応の際に必要な聞取り事項などを確認するロールプレイ研

修を行いました。また、全職員が適切に初期相談に対応できるよう、相談受付シート

の更新、相談初期対応マニュアルを作成しました。 

 

事業実施報告（実績） 

① 基幹相談支援事業 

 計画/月 本年度 前年度 

相談支援事業所への相談支援延べ件数 120 件 116 件 119 件 

相談支援事業所職員を対象とした研修 2 回 2 回 2 回 

障害者虐待に関する研修会 １回 1 回 1 回 

障害者に対する理解促進・啓発研修 １回 1 回 1 回 
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②障害者相談支援事業 
               計画・実績 

種別 
計画/月 

実績/月 

本年度 前年度 

計画 

相談 

サービス利用支援(障害児を含む) 23 件 25.3 件 29.3 件 

継続サービス利用支援(障害児を含む) 99 件 100.5 件 104.8 件 

地域移行支援 1 件 1.2 件 0.8 件 

地域定着支援 2 件 2.5 件 3.5 件 

 

種別                            実績 計画/月 本年度 前年度 

相談延べ件数 5,100 件 5,224 件 5,567 件 

 

③手話通訳者派遣事業 

種別           実績 計画/月 本年度 前年度 

派遣件数  720 件 672 件 

派遣延べ人数 800 人 803 人 737 人 

派遣延べ時間 1,030 時間 1,088 時間 1,008 時間 

 

④地域包括支援センター事業 

                    計画・実績 

種別 
計画/月 

実績/月 

本年度 前年度 

介護予防支援 110 件 110.8 件 107.5 件 

介護予防ケアマネジメント 100 件 85 件 74.8 件 

 

種別                実績 想定値 本年度 前年度 

総合相談延べ人数 1,800 人 1,895 人 1,693 人 

実態把握調査 160 人 187 人 190 人 

権利擁護相談 
延べ 150 件 延べ 148 件

（11 人） 
13 人 

 

⑤介護予防事業 

種別            計画・実績 計画/日 
実績/日 

本年度 前年度 

短期集中型通所型サービス(定員 12 人) 6.9 人 7.0 人  8.1 人 
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種別              実績 本年度 前年度 

介護予防体操普及事業 

（ハッピー体操） 

回数 2,181 回 2,135 回 

延べ人数 50,472 人 48,720 人 

サポーター研修 
回数 30 回 31 回 

延べ人数 468 人 534 人 

ハッピー体操サポーター 人数 148 人 148 人 

いきいき生活教室 延べ人数 196 人 256 人 

かんたん料理教室 延べ人数 165 人 136 人 

にこにこ健康教室 延べ人数 1,027 人 930 人 

 

⑥居宅介護支援事業 

計画・実績 

種別 
計画/月 

実績/月 

本年度 前年度 

きらめき居宅介護支援事業所 224 件 229 件 243 件 

 

（３）ケアサービス部門 

重点項目（取組） 

①地域ニーズを反映した計画の策定 

【主な取組】 

・地域ニーズの調査と分析 

利用者アンケートやボランティア懇談会、関係機関との意見交換を実施し、独居高

齢者の増加や医療ニーズの高まりなど、地域課題の把握に努めました。また、感染症

対策等に関する他事業所の取組について調査を行い、面会対応の緩和等の取組を実施

したものの、事業所の体制や運営状況等について十分な分析を行うまでには至りませ

んでした。 

・サービス内容の点検と見直し 

各事業において業務点検を実施し、利用者預り金等の管理手順や確認体制の見直し

を行うことで、適正な事務処理体制の強化を図りました。 
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・法人内連携による困難ケースへの支援 

医療的ケアに関するニーズを受け、総合相談課より支援者としての関わり方等に関

する研修を実施するとともに、医療的ケアを必要とする重症心身障害者の受け入れを

再開し、在宅福祉課による訪問介護の支援を受けながら、利用の定着が図られていま

す。 
また、緊急ショートステイは全件受け入れを行い、地域包括支援センターや市担当

課が関わっている高齢者のケースについても法人内外で連携し、受入から支援まで対

応することができました。 

 

②生産性の向上とリスク管理 
【主な取組】 
・職場環境の点検・整備 

移乗用リフトについては、操作手順に基づく活用を進め、安全な介助方法の定着

と職員の介護負担軽減に取り組みました。また、利用者の見守りについては、職員

間の情報共有や部署間の連携を図りながら、利用者の状態に応じた体制の確保に努

めました。 

・業務の明確化と役割分担 

事業ごとにリーダー職員による会議を実施し、業務上の課題や対応方針を共有す

るとともに、職員間の役割分担を明確にしながらサービス提供しました。 
・リーダー職の資質向上とＯＪＴによるリスクマネジメント 

研修や面談等を通じてリーダー職員の育成を進め、概ね計画に沿った取組を実施

しました。また、入所部門においては、口腔ケアに関する取組を進めるなど、専門

性の向上にもつながりました。一方で、感染症発生時を想定した初動対応訓練での

一部未実施や会議開催の遅れ、職員指導のばらつきが見られたことから、今後は職

員への個別指導の充実や進捗管理の強化に取り組む必要があります。 

 

③選ばれる事業所への取組 
【主な取組】 
・地域活動への参加と地域貢献活動の拡大 

地域の防災訓練、ゆっくりウォークへの参加や関係部署との情報共有を通じて、地

域との関係構築に努めました。また、ボランティア活動者を積極的に受け入れや、エ

リア祭りの実施、歳末たすけあい募金の街頭募金活動を行いました。 
感染状況等により、健康体操等の実施は、３月予定を変更して５月実施予定といた

しました。 
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・利用実績の少ない病院や事業所等への訪問 

既存事業所への定期訪問に加え、新規事業所への案内を実施し、関係性の拡大を図

りました。また、事業所・病院への訪問と併せて空床情報や利用案内の発信を継続的

に行い、新規利用者の獲得に努めた結果、新たな医療機関や居宅介護支援事業所から

の受け入れにつながりましたが、各事業とも目標値には届きませんでした。 

・事業案内の見直しと効果的な情報発信 

パンフレットの見直しやホームページによる情報発信など、広報活動は実施してき

ましたが、発信内容の充実やＳＮＳの活用が不十分であり、利用を希望される方々へ

の効果的な情報発信につなげていく方法について課題が残りました。 

訪問看護事業については、休止に伴う引き継ぎが円滑に完了しました。 

 

事業実施報告（実績） 

①入所事業 

      計画・実績 

種別 

利用者数/日平均 

計画 本年度 前年度 

長期入所 56.6 人 54.8 人 50.3 人 

短期入所 15.2 人 15.3 人 15.0 人 

介護予防短期入所 0.1 人 0.08 人※1 0.2 人 

医療型短期入所 0.01 人 0.02 人※2 0.0 人 

入所部門合計 72.0 人 70.2 人 65.5 人 

※1 介護予防短期入所実績 0.08 人：延べ 28 日利用 
※2 医療型短期入所実績 0.02 人：延べ 7日利用 

 

②通所事業 

    計画・実績 
種別 

利用者数/日平均 
計画 本年度 前年度 

通所リハビリ 15.0 人 14.9 人 14.3 人 

介護予防通所リハビリ 3.2 人 3.1 人 3.3 人 

通所介護 19.4 人 19.0 人 20.3 人 

通所部門合計 37.6 人 37.0 人 37.9 人 

 

 

 

 

 

 

12



③訪問看護事業 

計画・実績 

種別 
計画/月 

実績/月 
計画/月 

実績/月 

本年度 前年度 本年度 前年度 

介護保険  介護給付 108 件 95.0 件 100.9 件 68.0 時間 56.8 時間 65.4 時間 

予防給付 7 件 7 件 7.1 件 4.0 時間 3.6 時間 3.5 時間 

医療保険 0.8 件 0.8件 8.0 件 0.4 時間 0.4 時間 4.7 時間 

グループホーム 8 件 8.5件 8.6 件 10 時間 10.8 時間 10.7 時間 

定期巡回（連携） 0 件 0件 0.6 件 0.0 時間 0.0 時間 0.3 時間 

〃（モニタリング） 4.6 件 3.6 件 －件 1.5 時間 1.5 時間 －時間 

訪問看護事業合計 128.4 件 114.9 件 125.2 件 83.9 時間 73.1 時間 84.6 時間 

 

（４）在宅福祉部門 

重点項目（取組） 

①安定した事業運営 

【主な取組】 

・関係機関へのＰＲ活動やニーズに合わせたサービス調整 

 ケアマネジャーや相談支援専門員等に対し各事業のＰＲを実施し、利用相談時には

利用者ニーズに合わせたサービス調整を行いました。実績値が課題の事業は、利用案

内を新たに作成し、事業所へ訪問して説明するなど利用促進に取り組みました。しか

し、実績が計画値に届かない事業が複数あったため、今後はより効果的な情報発信が

できるよう、内容と方法を改善しながらＰＲ活動の強化を図ります。 

・利用状況の分析と課題対応 

 在宅福祉課会議にて毎月、利用状況の分析や課題についての確認を行いました。訪

問介護事業では主に効率的なヘルパー派遣方法等を検討し、小規模多機能型居宅介護

事業では、ケアマネジャーへの利用案内方法や宿泊利用者の受入等について検討しま

した。今後は、利用者が求めるサービス内容を丁寧に分析し、把握した課題の改善に取り

組みます。 

・健康管理や感染症予防対策、リスクマネジメント 

 利用者が体調の変化なく現在の生活を継続できるよう、グループホームにおいては

医療機関との連携により健康管理を行いました。また、感染症や事故予防の対策を検

討する会議を毎月開催し、予防策の検討やマニュアルの作成などに取り組みました。 
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②専門的人材の育成 

【主な取組】 

・認知症や医療的ケア、強度行動障害等の研修 

 医療的ケアや強度行動障害等の研修に参加することで、サービス提供に必要となる

資格を取得するとともに、専門的知識・技術の習得を図りました。また、利用者支援

の対応力向上が図れるよう、認知症や障害別の研修等を実施しました。 

・プリセプターシップ等の職員教育 

 新入職員に対してプリセプターシップによる教育を行いました。個別の教育担当の

配置やＯＪＴによる丁寧な指導等により、新入職員全員が必要な知識・技術の習得が

でき、離職なく職場定着が図れました。 

・ＢＣＰ発動に備えた教育・訓練 

 非常災害時の研修会を開催し、ＢＣＰ等のマニュアルの見直しを行いました。また、

グループホームかがやきでは、緊急時にも途切れのない支援を行うため、担当外の職

員にも利用者支援の教育を実施しました。 

 

③生産性向上への取組 

【主な取組】 

・生産性向上のための検討会議の開催 

 生産性向上検討会議を毎月開催し、職場の環境改善のための調査を実施し、業務効

率化のための取組について検討を行いました。 

・課題の分析と対応 

 各事業場において業務環境調査を実施して課題を確認し、業務負担が大きい業務の

改善に取り組みました。データ入力の書式改善や役割分担の変更、書類の削減など生

産性向上に向けた取組を実施しました。しかし、登録ヘルパーの派遣方法やグループ

ホームおける食事管理など残された課題も多いため、引き続き、業務の効率化に向けた

改善に取り組みます。 

・５Ｓ活動（整理・整頓・清掃・清潔・しつけ）やＩＣＴ機器の活用 

 各事業においてパソコンデータの整理や事業場の整理整頓、マニュアルの周知と習

慣化のための注意喚起等を実施するとともに、無駄な仕組みや申請書類等の改善に取

り組みました。また、電子カルテの勉強会を実施するなど、ＩＣＴ機器を有効的に活

用するための取組を実施しました。 
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事業実施報告（実績） 

①訪問介護事業 

計画・実績 
種別 

計画/月 
実績/月 

計画/月 
実績/月 

本年度 前年度 本年度 前年度 

介
護
保
険 

訪問介護 1,166 件 1,119 件 1,205 件 1,004 時間 962.5 時間 1,022.9 時間 

介護予防訪問介

護相当サービス 300 件 281 件 316 件 298 時間 279.3 時間 312.4 時間 

基準緩和型訪問

型サービス 44 件 39 件 59 件 38 時間 36.2 時間 52.4 時間 

定期巡回・随時対

応型サービス  336 件 281 件 394 件 166 時間 138.3 時間 167.0 時間 

障害福祉サービス 
（居宅介護等） 

1,366 件 1,347 件 1,324 件 1,847 時間 1,840.8 時間 1,800.5 時間 

子育て世帯訪問支
援業務 2 件 2 件 4 件 2 時間 2.0 時間 3.7 時間 

訪問介護部門合計 3,214 件 3,069 件 3,302 件 3,355 時間 3,259.1 時間 3,358.9 時間 

 

②グループホームかがやき 

計画・実績 

種別 
計画 

実績 

本年度 前年度 

利用者/日 5人 5人 5人 

在所日数/月 29.6日 29.6日 30.4日 

 
③ケア・サポートいわはな 

計画・実績 
種別 計画/年 

実績/年 
本年度 前年度 

サービス利用 3,750 時間 3,769.0 時間 3,679.0 時間 

貸館利用 1,200 時間 1,196.0 時間 1,109.0 時間 

ケア・サポートいわはな合計 4,950 時間 4,965.0 時間 4,788.0 時間 
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④共生型多機能センターあすみーる 

種別             計画・実績 計画 
実績 

本年度 前年度 
認知症対応型グループホーム（利用者数/日） 5.9 人 5.9 人 5.9 人 

小規模多機能型居宅介護（介護保険）（登録者数/月） 14.3 人  13.7 人  13.5 人 

〃（障害福祉サービス（生活介護）） （利用者数/月） 21.3 人 19.1 人 19.8 人 

〃（障害福祉サービス（短期入所）） （利用者数/月） 0.2 人 0.1 人 0.0 人 

こどもくらぶ（一時保育）  （利用者数/月） 0.2 人 0.8 人 0.3 人 

地域活動支援センター    （利用者数/日） 15.0 人 14.8 人 18.1 人 

 

（５）法人運営部門 

重点項目（課題と取組） 

①収支管理の徹底と財源の確保に向けた取組 

【主な取組】 

・収支状況の報告と改善に向けた協働 

毎月の会計月次報告を改善し、事業部門との共有を行いました。また、部門ごとの

事業計画値と実績との比較や収支状況を把握し、事業計画の変更や補正予算の計上を

行い、収支管理の徹底を図りました。定期的に実績把握に努めましたが、事業計画や

予算とそれぞれの実績に乖離が見られる事業が複数ありました。今後は、当初予算の

編成方法と事業計画の設定を一体的に見直し、適切な目標設定と予算編成を行います。 

 ・地域生活課題等のニーズ調査、会員・寄付者への使途報告、インフラ状況の改善 

地域住民の意見や要望を伺い、地域生活課題等の情報収集を行いました。また、会

費、寄付の使途報告、会員加入のお願い等の周知活動により財源確保に努めました。

引き続き取組を進めてまいります。インフラ状況の改善では、ＬＥＤ照明器具の施工

が完了しました。次年度、省エネルギー化による削減効果を確認いたします。 

 

②第３期発展・強化計画策定と法人内連携の推進 

【主な取組】 

 ・第２期発展・強化計画の評価、次期計画の策定 

  ワーキンググループにおいて第２期発展・強化計画の評価と課題の抽出後、５年後

の「あるべき姿」を明確にした次期計画策定に取り組みました。重点取組項目・評価

指標等を協議し、策定委員会でいただいた意見等も反映した第３期発展・強化計画を

策定しました。達成に向け連動性を担保した単年度事業計画の進捗管理を徹底してま

いります。 
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 ・情報共有の研修実施、情報共有ツールなどの整理 
  情報共有の研修動画を配信し、職員の意識向上を図りました。また、情報共有の強

化のために、現在運用しているグループウェアの使用状況を確認したところ、情報共

有は一定程度図られているものの、共有された情報が十分に活用されていない状況も

見受けられました。今後は、情報共有にとどまらず共有された情報を業務改善や利用

者支援に確実につなげられるよう実効性のある運用方法へ見直しを行い、定着を図り

ます。 

 

③人材の定着による事業運営の安定 

【主な取組】 

 ・職員の処遇改善の実施、入職後の支援の在り方を整理 

  職員の処遇改善のため新たな手当を創設しました。働きながら育児・介護をする職

員のため柔軟な働き方の選択を周知し、制度の共有を図りました。引き続き、職場環

境の整備に努めてまいります。 

・介護等人材養成に関する各養成研修の実施 

東松山市内共催事業所とともに人材育成に向けた各養成研修を実施し、介護人材

の養成に取り組みました。今後は、地域における介護人材の創出のため、共催事業

所の拡大や、より多くの方に情報が届くよう周知期間の確保や周知方法の検討を行

い、地域の介護人材の養成に努めてまいります。 

 

事業実施計画（目標・想定） 

①自主財源確保 

〇普通会員・会費（１口 200 円） 

支部        実績 目標額 本年度 前年度 

松山地区 1,961,200円 1,985,600円 2,022,600円 

大岡地区 173,400円 173,400円 172,400円 

唐子地区 496,366円 496,366円 494,439円 

高坂地区 610,800円 610,800円 608,200円 

野本地区 491,800円 491,800円 493,600円 

高坂丘陵地区 283,800円 283,800円 298,300円 

平野地区 499,200円 499,200円 505,000円 

合計 4,516,566円 4,594,539円 4,594,539円 
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〇特別会員・会費（１口 1,000 円）・法人会員・会費（１口 5,000 円） 

種別          実績 目標値 本年度 前年度 

特別会員 
会員数（口数） 150 口 65人（158 口） 96人（199 口） 

金額 150,000円 158,000円 199,000円 

法人会員 
会員数（口数） 220 口 148法人（228 口） 135法人（211 口） 

金額 1,100,000円 1,140,000円 1,055,000円 

 

〇寄付金の状況 

 計画値 本年度 前年度 

寄付者 ― 56人 52人 

金 額 3,600,000円 3,956,287円 1,864,565円 

 

②人材の採用 

 計画値 本年度 前年度 

人材

の 

採用 

職場 

説明会 

参加者 

集合型 

（月 1程度） 
25 人 26 人 14 人 

オンライン 

（月 3回程度） 
16 人 19 人 23 人 

総合職 6 人 
6 人 

(うち辞退 2 名) 

9 人 

(うち辞退 2 名) 

専門職 1 人 0 人 1 人 

 

③介護人材の養成 

種別                 計画・実績 定員 計画 
実績 

本年度 前年度 

介護福祉士実務者研修 受講者 30 人 7 人 7 人 13 人 

介護職員初任者研修 受講者 24 人 18 人 

12 人 

(うち

未修了

1名) 

14 人 

介護職員等によるたんの吸引等研修 
①1・2号研修（不特定） 

受講者 20 人 0 人 中止 中止 

介護職員等によるたんの吸引等研修 
②追加研修（実地研修のみ） 

受講者 なし 6 人 5 人 5 人 
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